




ASEAN’s trade with Japan, US and China
IDE, Fuminori
This paper examines ASEAN’s trade with Japan, US and China, using trade data from 
the IMF Direction of Trade Statistics Yearbook.  The purpose of this paper is to describe 
the trends in regional trade and its implications for the FTAs in Asia-pacific region, such 
as ACFTA（ASEAN-China Free Trade Agreement）, Trans-Pacific Partnership（TPP）. For 
most of ASEAN countries, China has been the largest trading partner while trade with US 
has been decreasing. Malaysia’s trade statistics shows this trend especially in the Electric 
and Electronics sector which leads Malaysia’s export. Vietnam’s statistics shows another 
trade pattern that US has been the largest partner in export, and China has been the 
largest partner in import in 2000s. This paper also shows the implication of trade pattern of 
Malaysia and Vietnam for the TPP negotiation.
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日本 中国 米国 EU15
日 本 － 1.7 1.5 0.4
中 国 2.7 － 1.0 0.4
香 港 0.9 9.3 1.2 0.4
韓 国 1.9 2.9 1.1 0.4
台 湾 1.8 0.5 3.8 2.4
シンガポール 1.2 1.1 0.9 0.3
インドネシア 3.7 1.2 0.7 0.4
マレーシア 2.1 0.8 1.0 0.4
フィリピン 2.4 0.5 1.5 0.5
タ イ 2.4 1.1 1.1 0.4
ベ ト ナ ム 2.8 2.9 0.3 0.5
米 国 1.3 0.6 － 0.6
E U 15 0.3 0.3 0.5 －
2010 年
日本 中国 米国 EU15
日 本 － 1.9 1.1 0.3
中 国 1.5 － 1.3 0.5
香 港 0.8 5.2 0.8 0.3
韓 国 1.2 2.5 0.8 0.2
台 湾 1.3 2.7 0.8 0.3
シンガポール 0.9 1.0 0.5 0.3
インドネシア 3.2 1.0 0.6 0.3
マレーシア 2.1 1.2 0.7 0.3
フィリピン 3.0 1.1 1.1 0.4
タ イ 2.1 1.1 0.7 0.3
ベ ト ナ ム 2.3 1.0 1.7 0.5
米 国 0.9 0.7 － 0.5






日本 中国 米国 EU15
日 本 － 1.3 1.4 0.6
中 国 2.7 － 1.1 0.6
香 港 1.0 7.0 1.1 0.5
韓 国 1.9 1.4 1.3 0.5
台 湾 2.1 0.5 1.2 0.5
シンガポール 1.6 0.5 0.8 0.4
インドネシア 3.2 0.2 0.9 0.5
マレーシア 2.1 0.4 1.3 0.5
フィリピン 2.2 0.2 1.5 0.7
タ イ 3.3 0.5 1.2 0.6
ベ ト ナ ム 7.3 0.1 0.0 0.3
米 国 1.3 0.4 － 0.5
E U 15 0.3 0.4 0.4 －
2010 年
日本 中国 米国 EU15
日 本 － 1.6 1.0 0.4
中 国 1.6 － 1.2 0.7
香 港 0.9 3.9 0.6 0.3
韓 国 1.3 1.9 1.0 0.3
台 湾 1.9 1.3 1.0 0.4
シンガポール 1.6 0.8 0.6 0.3
インドネシア 2.8 0.3 1.0 0.5
マレーシア 2.0 0.9 1.0 0.6
フィリピン 2.8 0.6 1.1 0.9
タ イ 3.3 0.6 1.1 0.4
ベ ト ナ ム 5.1 0.9 0.8 0.4
米 国 0.7 0.5 － 0.5





















2010 年 2011 年 2012 年 2010 年 2011 年 2012 年
??
ASEAN AFTA 14,015 15,182 14,794 31.6 28.4 26.2
中国 ASEAN中国 7,387 9,372 11,335 34.4 36.1 42.4
韓国 ASEAN韓国 881 2,216 2,132 24.4 48.9 44.8
インド 1,466 1,972 2,081 33.4 38.4 38.2
ASEANインド 900 1,224 1,385 20.5 23.8 25.4
タイ－インド（アーリーハーベスト82品目） 566 748 696 74.1 80.0 74.9
大洋州 タイ豪州、ASEAN豪州 NZ 5,640 5,131 5,096 55.5 58.5 47.4
日本 日タイ、ASEAN日本 4,831 6,148 6,374 23.7 26.0 27.3
?????
ASEAN AFTA 8,833 11,208 18,551 17.5 20.0 30.4
中国 ASEAN中国 4,426 7,131 7,588 17.8 23.8 26.4
韓国 ASEAN韓国 4,941 4,294 5,927 65.4 50.0 72.3
インド ASEANインド、マレーシア－インド 703 1,446 1,927 10.8 15.7 20.3
大洋州 ASEAN豪州 NZ、マレーシア NZ 862 1,277 1,354 10.3 13.6 12.8
日本 日マレーシア、ASEAN日本 3,038 4,448 4,559 14.6 16.7 17.0
????
ASEAN AFTA 1,453 2,484 3,757 14.0 18.3 23.6
中国 ASEAN中国 2,237 2,441 3,262 30.6 21.9 22.1
韓国 ASEAN韓国 2,012 3,915 4,347 65.1 83.0 83.6
インド ASEANインド 104 120 341 10.5 7.7 19.4
大洋州 ASEAN豪州 NZ 398 445 637 14.1 16.7 18.2
日本 日ベトナム、ASEAN日本 2,343 2,997 4,296 30.3 27.8 31.3
??
AFTA 24,301 28,874 37,102 23.1 23.4 27.8
ASEAN中国 14,050 18,943 22,184 26.2 28.2 31.6
対インド 2,274 3,537 4,349 19.1 22.2 26.0
対日本 10,212 13,592 15,230 20.9 22.3 23.8
〔注〕①大洋州はオーストラリアとニュージーランド（NZ）。
　　 ②  ASEAN域外国との多国間 FTAは、当該国向けのみならず、原産地比率の累積を目的に ASEAN
域内向けに使われる場合もある。






ている。そのため、IMFの Direction of Trade Statistics Yearbookをもとに、アジア通貨危機




















































































































1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
輸出計
（右目盛）
ASEAN６ 日本 韓国 中国 台湾
米国 香港
74 井出　文紀：日米中の対ASEAN貿易の動向
図 1から図 6は 1995 年から 2011 年までの ASEAN6 カ国（シンガポール、マレーシア、イ
ンドネシア、タイ、フィリピン、ベトナム）の主要相手国・地域に対する輸出推移である２）。
上図からはいくつかの特徴を見出すことができる。
















図 1から図 6出所：IMF, Direction of Trade Statistics Yearbook　各年版
注： ASEAN6 は上図で取り上げた 6カ国（シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、フィリピン、
ベトナム）のうち、自国以外の 5カ国に対する輸出。シンガポールの対インドネシア輸出は、インド
































シンガポールでは一貫して 30％前後、マレーシアでは 24％から 27％、タイで 17％から 19％、












であるという５）。翌 2008 年も米向けの不振は変わらず、他方で対中輸出は 19.3％増と大幅に
増加した６）。インドネシアはとりわけ燃料を中心に対日輸出が顕著であるために、日米を比較










2000 38,007 27,166 71.34
2001 32,150 21,909 68.15
2002 35,066 24,321 69.08
2003 36,231 24,168 66.71
2004 39,598 26,645 67.29
2005 41,223 27,304 66.23
2006 47,028 29,718 62.92
2007 50,500 31,023 61.43
2008 49,080 28,501 58.16
2009 38,436 22,182 57.87






























































































































































図 7から図 12 出所：IMF, Direction of Trade Statistics Yearbook　各年版
注： ASEAN6 は上図で取り上げた 6カ国（シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ、フィリピン、
ベトナム）のうち、自国以外の 5カ国に対する輸入。シンガポールの対インドネシア輸入は、インド



























日輸入額のうち、産業機械・同部品（2011 年構成比 14.0％、2012 年 25.1％）、電気機械・同部
品（2011 年 16.7％、2012 年 17.8％）、車両・同部品（2011 年 6.9％、2012 年 13.6％）の順に高
い構成比となっているように、部品・中間財の占める割合が高い９）。他方、マレーシアやイン
ドネシアでは 1998 年に ASEAN6 からの輸入が対日輸入にとって代わり、それ以降、日本から
の輸入額が横ばいであるのに対して ASEAN域内からの輸入額が急増する。フィリピンでも
2004 年以降は ASEAN6 からの輸入額が日本を上回っている。
もう一点、輸入額推移からみえてくる顕著な特徴として指摘できることは、近年になって対
























ナムが 2010 年から交渉へ参加している（表 4）。本節では、マレーシア、ベトナム 2カ国の貿
図 13　ASEAN・中国 FTAにおける関税削減スケジュール
（注 1）  ASEAN先行 6か国はブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、
CLMVはカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム。
（注 2） センシティブトラックは 400 品目（CLMVは 500 品目）かつ輸入総額の 10％以内。
（注 3） 高度センシティブ品目は、センシティブ品目数の 40％以下、または 100 品目（CLMVは 150 品目）
以下のいずれか少ない方が上限。
（資料） 経済産業省資料より三菱東京 UFJ銀行経済調査室作成。


































2006 年 シンガポール、ニュージーランド、チリ、ブルネイからなる P4 協定発効
2008 アメリカ、交渉開始意図を表明→ 09 年、交渉参加を議会通知
2010 3 月　第 1回会合、P4 ＋米、豪、ペルー、ベトナムの 8カ国で交渉開始
10 月　第 3回会合、マレーシアが交渉参加　　交渉会合は 4回開催
















位は、その後 02年には台湾を抜き 6位となり、03年以降は上位 5カ国に顔を出すようになった。
他方、アメリカ向け輸出は 2006 年の 859 億 3050 万リンギを最高に、その金額を急減させ、リー






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































アパレル関連や履物など、軽工業が中心となっている。先述したように、2001 年 12 月の米越












































2005 年 7 月に発効した ACFTAにおいては、先に示した図 13 のようなスケジュールでの関
税引き下げが決定しており、ベトナムにおいても対中輸入に関しては、工業製品の大部分の関




表 6　ベトナムの日米中との財貿易、2011 年（100 万ドル）
▽対アメリカ
財貿易　輸出 16,955.4 輸入 4,529.2
主要輸出品 主要輸入品
　アパレル製品、衣類、付属品 6,778.1 　機械、機器、付属品 612.3





　水産品 1,159.2 　家畜飼料および材料 248.5
　機械、機器、付属品 581.3 　鉄くず 213.1
▽対中国
財貿易　輸出 11,613.3 輸入 24,866.4
主要輸出品 主要輸入品
　ゴム 1,937.0 　機械、機器、付属品 4,245.6





　キャッサバ 842.9 　通信機器向け機械、機器、部品 1,781.0





財貿易　輸出 11,091.7 輸入 10,400.7
主要輸出品 主要輸入品
　原油 1,890.1 　機械、機器、付属品 2,229.2





　輸送手段、輸送用機器 1,166.1 　プラスチック製品 544.2
　機械、機器、付属品 1,142.8 　繊維製品 535.3















































１） ACFTAに関しては JETROビジネス情報サービス課 「ASEAN‐中国自由貿易協定（ACFTA）の 物
品貿易協定」2012 年 1 月（www.jetro.go.jp/theme/wto-fta/asean_fta/pdf/acfta.pdf）、TPPに関して
は内閣官房 TPP政府対策本部『TPP協定交渉について　平成 25 年 6 月』（http://www.cas.go.jp/jp/
tpp/pdf/2013/5/130509_setsumei_update-02.pdf）を参照。
２） なお、IMFの Direction of Trade Statisticsのシンガポールの統計にはインドネシアとの貿易データ
が記載されていないため、シンガポールの対インドネシア輸出は、インドネシアの輸入データに 0.9








４） 『ジェトロ貿易投資白書 2012 年度版』、pp.191-192。
５） 『ジェトロ貿易投資白書 2008 年度版』、およびMalaysia International Trade and Industry Report 
2007。
６） Malaysia International Trade and Industry Report 2008, p.21.




命館国際研究』17 巻 1 号を参照。








市場への影響』（2009 年 3 月）、http://www.jetro.go.jp/world/asia/vn/reports/05001646 を参照。
 立命館国際地域研究　第39号　2014年3月 87
13） 日経産業新聞、2013 年 6 月 13 日「ベトナム鉄鋼　国内で苦戦」。
14） トラン・ヴァン・トウ［2010］、pp.249-251。
15） 日本経済新聞 2010 年 8 月 17 日「環太平洋 8か国 FTA、マレーシア参加方針」、同 2011 年 12 月 15 日
「TPP交渉参加国の思惑（1）マレーシア」。
16） 日本経済新聞 2013 年 10 月 18 日「マレー系優遇策 TPP妥結の壁」。
17） 日本経済新聞 2013 年 9 月 20 日「TPP交渉　中国の影」。
18） 山田良平「TPP　対米取引材料が交渉の軸に」『ジェトロセンサー』2013 年 12 月号、p.9、清水一史「TPP
と ASEAN―TPP交渉進展のインパクト」山澤ほか編著［2013］参照。
19） 日本経済新聞 2011 年 12 月 16 日「TPP交渉参加国の思惑（2）ベトナム」。ベトナムにおけるドイモ
イの進展と国有企業についてはトラン［2010］前掲も参照。
20） 経済産業省「東アジア地域包括的経済連携（RCEP）」（http://www.meti.go.jp/policy/trade_policy/
east_asia/activity/rcep.html）、および日本経済新聞 2013 年 5 月 9 日「関税来夏合意めざす　アジア
FTAきょう初会合」。
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